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CSR（Creating Shared Value:企業の社会的責任）や CSV（Corporate Social Responsibility：共通価値

の創造）の流れを汲み活動している多くの企業が、非常に複雑化し前例のない社会的課題に対し、

他の組織とアライアンスを形成し取り組むケースが増加している。本論文ではこうした複数の企業

や、NPO、大学、行政等の組織が協働し、社会的課題の解決を図りながら、同時に経済的価値を創

出するアライアンスのあり方を、CSV アライアンスと呼ぶ。CSV アライアンスに取り組むケースが

増えている一方、従来より、アライアンスの成功率は低いという先行研究が多く見られる

（Harrigan,1988;Ernst and Bamford,2005)。また、マルチ・ステークホルダーによるソーシャル・ビジ

ネスはかなり脆弱であり、常に不安定性を孕んだ緩やかな関係が特徴であると指摘する研究もあり

（佐々木、2011）、複数のセクターで行われる CSV アライアンスは不安定であることが通説となっ

ている。長期の時間軸で CSV に取り組み、企業価値が持続的に向上することは、SDGs や ESG 投

資を考える上でも大切なポイントであり（モニターデロイト、2018）、これらのことからも、CSV

アライアンスの持続性を考えることは、企業にとって無視できない重要事項になりつつある。 

本論文の目的は、企業が CSV アライアンスを持続させていくメカニズムを見つけ出すことであ

る。Research Question を「CSV アライアンスに持続性をもたらす要因」とし、CSV アライアンスを

長期に渡り安定的に持続させることができる、新たなアライアンス理論展開の可能性について考察

している。 

第 1 章では、研究の背景と問題意識について記述し、それらを踏まえた本研究の目的と Research 

Question を設定した。本論文では、CSR アライアンス、CSV アライアンスを研究の対象とし、これ

らアライアンスの評価方法が確立しておらず、持続要因を調査するプロセスが構造化されていない

等の背景から、研究方法として、Eisenhardt(1989) のアプローチを用いた仮説探索型の事例研究を

用いることとした。CSV アライアンスのみならず CSR アライアンスも研究対象とした理由は、CSR



アライアンスとの比較を通じ、CSV アライアンスの持続要因を導き出すことを試みるためである。 

 第 2 章では、本研究の対象となる分野（アライアンス、CSR、CSV、CSR/CSV アライアンス）

に関する先行研究レビューを行い、論点と課題の整理を行った。 

主要な論点としては、まず、「アライアンスの成功」の定義とは一体何であるのか、という点が

挙げられる。いくつかの先行研究に基づき考察する中、アライアンスの持続性は「アライアンスの

成功」を表す一つの指標になる可能性があることが導き出された。次に、アライアンスの成功率を

上げる点に関しては、アライアンスを推進する専門組織や担当マネージャーがいる場合は、そうで

ない場合よりアライアンスの成功率を高めることができると述べられていること（Yoshino and 

Rangan,1995）、行政学において、政府・行政は CSR/CSV 戦略を行う際、これまでの規制役から調

整役へと変化すること（Albareda,2007）を確認した。また、関係的ガバナンスは構築に時間がかか

るものの、信頼関係は時間とともに蓄積され、継続することによってより強固なものとなる（安田、

2016）とする先行研究から、アライアンスにおいて信頼関係を重視する関係的ガバナンスが重要で

あり、関係的ガバナンスが強化されているアライアンスほど、持続性があると言えることが分かっ

た。さらに、アライアンスや CSR/CSV 先行研究に関する多くの共通点として、「トップのコミット

メントが重要」（Hamel、1998；山倉、2008；谷本、2013；伊吹、2014）と指摘されている点が見出

された。 

通常のアライアンスに関する研究の課題としては、アライアンスの形成段階における研究は蓄積

されつつあるものの、Spekman et al.(1998)が、現状としてはアライアンスマネージャーに対する注

目が少なすぎると指摘しているように、アライアンスの実行段階における研究が十分であるとは言

えず、また、アライアンスの成果等、パフォーマンスを評価する方法も確立されていないことから、

アライアンスの実行・評価段階における研究が不足している点が挙げられる。 

CSR に関する研究の課題としては、CSR を行う理由や背景等、形成段階に関する CSR 研究は増

加の傾向にあるものの、一方、「CSR 部門のミッションが曖昧」(伊吹、2014、p.134)という指摘も

あるように、CSR 部門のミッションや役割等、CSR の実行段階に言及している研究は少なく、また、

「CSR への取り組みを促進するためにも、さらなる実証研究の積み重ねが求められる」(大浦、2017、

pp.6-7)と指摘のある通り、CSR の評価段階における研究の蓄積が求められる。 

CSV に関する研究においては、CSV という概念自体がまだ比較的新しく提唱されたものであるこ

とから先行研究の数も限られており、CSV を CSR の延長線上にある概念とするもの、CSR と CSV

を両立していく必要があるとするもの等、様々な解釈が見られる。また、定型的なレポーティング

のための評価方法を構築するのではなく、自社のコア・ビジネスを通じどのように社会的課題を解

決していくことができるか等、CSV 担当者の役割が問われており（水口、2017）、CSV においても

実行・評価段階における研究の発展が求められる。 

CSR/CSV アライアンスに関する研究の課題としては、アライアンスマネージャーが CSR/CSV ア

ライアンスを成功に導くために、いかなる役割を果たしているのかほとんど研究が行われていない

(Jamali et al, 2011)と指摘されているように、通常のアライアンス同様、アライアンスマネージャー

の役割に関する研究が不足している点が挙げられる。また、CSR/CSV アライアンスを評価する方法

も確立されていない状況にある。 

このように、それぞれの分野の先行研究において、実行・評価段階における研究が非常に限定的



であることが、課題として確認された。また、アライアンス理論、CSR/CSV 研究共に「トップのコ

ミットメントが重要」と多くの先行研究で指摘されているが、トップのコミットメントさえ強けれ

ば、CSV アライアンスは安定的に持続していくのか、という点に関して議論が必要であることが見

出された。 

 第 3 章では、SDGs（Sustainable Development Goals: 持続可能な開発目標）が、2015 年 

9 月に国連サミットで採択された背景・経緯をまとめた後、SDGs に関する学術的・実務的動 

向について考察を行った。本章において SDGs を取り上げた背景としては、CSV を考える上 

で SDGs は切り離すことのできない重要な位置付けであること（モニターデロイト、2018） 

が挙げられる。SDGs の特徴としては、SDGs 達成に企業が果たし得る役割を認識している点、 

また、将来のありたい姿・目標を描き、そこから逆算し、これから何をすればよいかステッ 

プを考えるバックキャスティング、すなわちトップダウン・アプローチを採用している点が 

挙げられる。企業が SDGs を達成する指針を表した SDG Compass においては、パートナー 

シップに取り組むことの重要性について言及がなされており、パートナーが目指すべきも 

のとして、共通の目標の設定、それぞれのコア・コンピタンスの活用、プロジェクトにお 

ける政治的色彩の除去、明確なガバナンス体制の整備、単一のモニタリング体制の構築、影 

響の重視、今後の資源需要の予測およびナレッジ・マネジメント手法の確立といった 7 つの 

ポイントが記されている。また、EU 会社法改正案による非財務情報開示（Non-Financial  

Reporting）指令や、ESG 投資のメインストリーム化の動きを受け、その重要性が高まりつ 

つある GRI Standard と、ISO26000 や SASB Standard の概要について整理した後、SDGs と 

GRI Standard の関係性について指摘を行った。さらに、企業が SDGs や GRI Standard を用 

いてサステナビリティ活動を行うことは、グローバルに渡って存在する多様なステークホ 

ルダーと信頼関係を構築し、強固なエンゲージメントを確立できる可能性があることを指 

摘した。 

 第 4 章では、第 2 章でアライアンス研究の課題の一つとして取り挙げられたように、CSR/CSV

アライアンスのパフォーマンスを評価し、企業の CSV 活動と連動させていく方法が確立されてい

るとは言えない状況にあることから、CSR/CSV アライアンスパフォーマンスを評価することを目的

とする「サステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表」を作成した。どのように企業がア

ライアンスを持続可能なものとし、社会的価値と経済的価値両者の創造を実現するのか、という仮

説を探索するため、①経済評価、②サステナビリティ評価、③アライアンス評価の 3 つの視点にお

いて評価項目を設定した。①と②に関しては、サステナビリティレポートの世界共通の基準である

GRI Standard を用いることとし、①の部分では、創出した直接的経済価値項目を使用し、アライア

ンスのプロジェクト内容をその評価対象とした。②の部分では、CSR/CSV アライアンスに影響のあ

る項目と想定される環境、社会、ガバナンス、ステークホルダー・エンゲージメントの 4 項目を使

用し、環境・社会項目においては、アライアンスのプロジェクト内容を評価した。そして、ガバナ

ンス・ステークホルダー・エンゲージメント項目に関しては、企業全体を評価するためにも、今回

事例選定の掲載対象とした CSR 企業総覧（東洋経済新報社、2019）の CSR 調査期間である、2018

年 6 月時点の状況が反映された、該当企業の 2019 年度版のサステナビリティレポート等を参照す

ることとした。また、アライアンス評価項目としては、アライアンスセクター数、アライアンス専



任要員有無、資本提携関係有無、マネジメント、継続性を用い、アライアンスのプロジェクト単位

を評価対象とし、インタビュー、資料等を用いて事例を評価・分析することとした。尚、マネジメ

ント項目の内訳においては、先述の SDG Compass の中でパートナーが目指すべきものとして記さ

れた 7 つのポイントに、その他の特徴を追加した計 8 項目を用いた。世界共通の枠組みである GRI 

Standard や SDG Compass を用いて評価表を作成することで、グローバルスタンダードで統一された

見解に基づきアライアンスパフォーマンス評価を行うことが可能になることが期待される。 

事例選定にあたっては、CSR/CSV 活動に注力している企業を対象とする為にも、CSR 企業総覧

（東洋経済新報社、2019）に掲載されている企業 1,501 社が含まれる異種セクター間で構成された

アライアンスで、かつ「第 13 回 CSR 企業ランキング総合ランキング」（東洋経済新報社、2019）に

おいて上位 15％にあたる 230 位以上、活動のマテリアリティ設定、ステークホルダー・エンゲージ

メント、NGO・NPO 連携、CSR 調達の実施の全項目が、「有」となっている企業が含まれるもので、

2003 年以降に形成され、一年以上継続しているアライアンスを対象とした。これは、日本企業が欧

米の戦略的 CSR を知り、CSR 経営に力を注ぎ始めた、CSR 元年と呼ばれる 2003 年以降に形成され

たアライアンスを対象とするためである。また、評価表による分析後、Spekman et al.(1998)の「ア

ライアンスにおけるライフサイクル別アライアンスマネージャーの役割」の安定化ステージをベー

スに、持続性のある CSV アライアンス事例においてどのようなキービジネスアクティビティが発

生するか、アライアンスマネージャーがどのような役割を担っているか、共通項の抽出を行った。 

第 5 章では、選定した 8 つの事例について記述を行った。 

第 6 章では、提示した「サステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表」を用いて、選定

した 8 つの事例分析を行った。分析結果に基づき CSR アライアンスと CSV アライアンスに分類し、

本研究の Research Question である「CSV アライアンスに持続性をもたらす要因」に対する考察い、

以下 7 つの仮説を導き出した。 

① 持続性のある CSR/CSV アライアンスは、異種セクター間で形成される場合でも、共通目

標を達成するまで継続する。 

② 持続性のある CSR/CSV アライアンスは、共通目標を設定し、定期的に進捗を確認してい

る。 

③ 持続性のある CSV アライアンスは、時間をかけて社会貢献の取り組みを市場に浸透させ、

経済的価値を創出している。 

④ 持続性のある CSV アライアンスは、アライアンス専任体制を取っている。 

⑤ 持続性のある CSV アライアンスは、政府・行政へ戦略的にアプローチを行っている。 

⑥ 持続性のある CSV アライアンスのアライアンスマネージャーは、社内外のステークホルダ

ーをサーバント型リーダーシップで支え、また、ガバナンスコントロールの役割を担い、アライア

ンスをまとめている。 

⑦ 持続性のある CSR/CSV アライアンスは、直接対話を通じたステークホルダー・エンゲー

ジメントを行っている。 

次に、導き出された 7 つの仮説と、持続性のある CSR アライアンス事例、持続性のある CSV ア

ライアンス事例を対比させた表を作成し、アライアンスの持続性に関する共通点、相違点を考察し

た。また、今回導き出された 7 つの仮説を先行研究と比較し、同時に、これらを反映した「CSV ア



ライアンス持続性のメカニズム」を構築した。7 つの仮説と先行研究の比較を通じて見出された要

点は、以下の通りである。 

① 複数の異種セクター間における CSR/CSV アライアンスは脆弱であることが通説となって

いるが、持続性のある CSR/CSV アライアンスは、中長期間に渡って社会に浸透し、共通目標を達

成するまで継続する事例が見られる。 

② 共通目標を設定し、定期的に進捗を確認することは、SDGs の企業行動指針となるガイド

ライン SDG Compass に記されたパートナー、すなわちアライアンスパートナーが目指すべき 7 つ

のポイントに該当する。アライアンスパートナーのガバナンス不足によりアライアンスが終了とな

った事例もあることから、アライアンスに関連するメンバー間で共通の評価目標を持ち、ガバナン

スの一環として定期的にアライアンスパフォーマンスを評価していくことが、アライアンスに持続

性と安定をもたらす可能性が期待できる。 

③ 2030 年という長期の時間軸で自社の事業と関連性の高いゴールを見据え、社会の要請に対

応したうえで事業活動へ取り組む SDGs は CSV そのものであり、企業価値が持続的に向上すること

は、結果的に投資家にとっての長期的なリターン獲得につながる (モニターデロイト、2018、p.99)

と指摘があるように、長期の時間軸で CSV に取り組み、企業価値が持続的に向上することは、ESG

投資を考える上でも重要なポイントである。 

④ いくつかの研究で、アライアンスを推進する専門組織や担当マネージャーがいる場合は、

そうでない場合よりアライアンスの成功確率を高めることができると述べられている通り、CSV ア

ライアンスの持続性に、アライアンスの専任体制の存在が影響している可能性が指摘できる。 

⑤ 行政学において、CSR/CSV 戦略を行う際には政府・行政がこれまでの規制役から、調整役

へと変化することが指摘されている通り、政府・行政が旗振りをしてアライアンスを円滑に進める

助け舟となる事例が見られ、政府・行政にどのようにアプローチを行っていくか、という点につい

て、企業の視点から戦略を持って検討していくことが求められている。 

⑥ CSV アライアンスにおける、企業のアライアンスマネージャーの役割について言及する先

行研究はほぼ見当たらないが、Spekman et al.(1998)の「アライアンスにおけるライフサイクル別ア

ライアンスマネージャーの役割」(p.761)における安定化ステージにおいて、今回の持続性のある 4

つの CSV アライアンス事例ともに、部署内、部署外、社外、異種セクターとバックグラウンドの

異なる複数に渡るステークホルダーと連携をするにあたり、アライアンスマネージャーが、サーバ

ント型リーダーシップを持って縁の下の力持ちとして支え、また、ガバナンスコントロールとして

の役割を担い、アライアンスをまとめていることが分かった。複雑化して不確実要素の高い社会的

問題に対処しつつ、経済的価値の創出を行うといった CSV のような事象をまとめていくには、ス

テークホルダーの思いを理解し、寄り添い、支えながら共に歩みを進めて行くリーダーシップの在

り方が求められることが示唆される。 

⑦ 関係的ガバナンス、すなわちアライアンスパートナーに対する信頼レベルの高さが、アラ

イアンスにおける機会主義的行動を抑制する仕組みとして最も効果があるといった研究結果（Judge 

and Dooley,2006）や、関係的ガバナンスは構築に時間がかかるものの、信頼関係は時間とともに蓄

積され、継続することによってより強固なものとなる（安田、2016）とする先行研究からも、ステ

ークホルダーとの直接対話を通じた信頼関係の構築は、関係的ガバナンスの促進に貢献することが



示唆される。 

これら分析を通じ、仮説①⑥がこれまでの先行研究の中には存在しない新たな発見、もしくはこ

れまで先行研究で主張されていた内容と異なる点であることが導き出された。さらに、持続性のあ

る CSR アライアンス、持続性のある CSV アライアンスの対比によって、仮説③④⑤⑥は、持続性

のある CSV アライアンスのみに見られる特徴であり、また、道半ばで中断した CSV アライアンス

事例との比較を通じ、仮説①②③⑥⑦は、持続性のある CSV アライアンスの必要条件である、と

いう仮説が導き出された。 

第 7 章では、第 6 章までのまとめを行い、本論文の意義、実務的示唆、今後の研究課題を提示し

た。本論文の学術上の意義としては、①アライアンスパフォーマンスを評価することを目的とした

「サステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表」を表したこと、②CSV アライアンス持続

性のメカニズムを表し、CSV アライアンスの持続性に必要な要因を示したこと、③持続性のある

CSV アライアンスにおける、アライアンスマネージャーの役割や特性に関する仮説を導き出したこ

とが挙げられる。CSV アライアンスの研究、特に実行・評価段階の研究が少ない現状において、本

論文はアライアンス理論に対する、新たな学術的示唆を提供するものである。また、SDGs や ESG

投資の重要性が活発に議論されている実務界において、企業が CSV アライアンスを形成し、ビジ

ネスを通じて社会的課題に取り組むことは、企業の競争優位を獲得する上でも重要であることか

ら、本研究は、安定し持続性のある CSV アライアンスを実現する上で、重要な実務的示唆を提供

するものであると考えられる。 

今回分析手法として示した「サステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表」だけでは、

学習等、その他アライアンス目的が持続性へ与える影響が図れないこと、得た仮説に対する他事例

での検証の蓄積、アライアンス形成段階における持続性要因の考察を今後の研究課題とし、取り組

むものとする。 
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審査結果の要旨 

 
１．本論文の目的 
本論文の目的は、CSR／CSV アライアンスの評価フレームワークを構築し、これに基づいて、CSV
アライアンスを持続させる要因と CSV アライアンス持続性のメカニズムを明らかにすることであ

る。 
２．本論文の構成・内容 

 本論文は 7 つの章から構成される。第 1 章では、研究の背景と目的が明らかにされる。第 2 章で

は、先行研究レビューが行われ、CSV アライアンスに関連する論点と課題が導き出される。第 3
章では、CSR、CSV、CSR/CSV アライアンスに関する活動指針のグローバルスタンダードである

SDGs、GRI について考察が行われる。第 4 章では、CSR/CSV アライアンスを評価するためのサ

ステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表が構築され、その評価対象となるアライアンス

が提示される。第 5 章では、第 4 章で選定した 8 つの CSR/CSV アライアンスの考察が行われる。

第 6 章では、サステナビリティアライアンス 
パフォーマンス評価表に基づいて事例分析が行われ、CSV アライアンスの持続性をもたらす要因の

仮説が導き出され、これに基づいて CSV アライアンス持続性のメカニズムが提示される。第 7 章

では、研究の意義、実務的示唆、今後の研究課題が提示される。 
３．評価 



本論文では、サステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表を構築し、これに基づいた

CSR/CSV アライアンスの事例分析によって、CSV アライアンスを持続させる要因の導出とメカニ

ズムの探求を行っている。その学術的貢献として、以下のことがあげられる。第 1 に、CSR/CSV
アライアンスを評価するサステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表を構築したことで

ある。第 2 に、CSR/CSV アライアンス事例を評価し、CSV アライアンスの持続性をもたらす要因

の仮説を導き出したことである。第 3 に、CSV アライアンス持続性のメカニズムを明晰にしたこと

である。一方、解決すべき課題として、以下のことがあげられる。第 1 に、CSV アライアンスの形

成から持続までの各段階を踏まえた成功要因 
の分析とメカニズムの解明である。第 2 に、CSV アライアンスに関わる多様なステークホルダーの

視点の考慮である。ただし、これらの課題は、今後、研究を重ねることによって解決できる性格の

ものであり、本論文の基本的な研究価値を損なうものではない。 
４．結論 
以上の審査結果に基づき、審査員一同は、石田満恵氏の学位請求論文『CSV アライアンス持続性の

メカニズム-サステナビリティアライアンスパフォーマンス評価表に基づいて-』が、博士号審査の

審査基準の要件①に照らして、博士（経営学）の学位を授与するに値するものと判断する。 
 

 


